
札幌中央労働基準監督署

                 区分 業種割合

  業種別
死
亡

休業
４日
以上

合
計

死
亡

休業
４日
以上

合
計
増減数 増減率 （％）

死
亡

休業
４日
以上

合
計

9 1351 1360 4 1134 1138 222 19.5 100.0 4 1063 1067

9 1351 1360 4 1134 1138 222 19.5 100.0 4 1063 1067

1 124 125 1 99 100 25 25.0 9.2 98 98

食 料 品 62 62 55 55 7 12.7 4.6 47 47

木 材 ・ 木 製 品
家 具 ・ 建 具

4 4 -4 -100.0 6 6

紙 ・ パ ル プ 3 3 2 2 1 50.0 0.2 2 2

窯 業 ・ 土 石 2 2 1 1 1 100.0 0.1

金 属 ・ 機 器 1 29 30 15 15 15 100.0 2.2 16 16

そ の 他 28 28 1 22 23 5 21.7 2.1 27 27

2 2 2 2 ±0 0.1 1 1

4 110 114 117 117 -3 -2.6 8.4 1 128 129

土 木 工 事 業 1 22 23 20 20 3 15.0 1.7 32 32

建 築 工 事 業 3 54 57 64 64 -7 -10.9 4.2 1 43 44

木 造 建 築 業 18 18 13 13 5 38.5 1.3 16 16

設 備 工 事 業 16 16 20 20 -4 -20.0 1.2 37 37

172 172 1 197 198 -26 -13.1 12.6 1 191 192

道路貨物運送業 114 114 1 129 130 -16 -12.3 8.4 1 119 120

その他の運輸業 58 58 68 68 -10 -14.7 4.3 72 72

2 18 20 11 11 9 81.8 1.5 1 11 12

陸上貨物取扱業 2 18 20 11 11 9 81.8 1.5 1 11 12

港 湾 荷 役 業

1 1 2 4 6 -5 -83.3 0.1 1 1

1 1 1 0.1

229 229 218 218 11 5.0 16.8 175 175

112 112 105 105 7 6.7 8.2 1 101 102

2 582 584 381 381 203 53.3 42.9 357 357

※本統計は、労働者死傷病報告書（休業4日以上）により集計したものです。
※前年同期は、前年統計表の速報値と相違がある場合があります。

全 産 業 合 計

林 業

貨 物 取 扱 業

内

訳

運 輸 交 通 業

内

訳

鉱 業

土 石 採 取 業

建 設 業

除 く 鉱 業 計

令和２年業種別労働災害発生状況

令和元年令和２年 対前年

令和２年確定値

平成３０年

製 造 業

内

訳

内

訳

漁 業

卸 売 ・ 小 売 業

清 掃 ・ と 畜 業

そ の 他 の 事 業



札幌中央労働基準監督署

「上記その他の事業」の内訳

区分 業種割合

死
亡

休業
４日
以上

合
計

死
亡

休業
４日
以上

合
計
増減数 増減率 （％）

死
亡

休業
４日
以上

合
計

3 3 2 2 1 50.0 0.2 3 3

28 28 22 22 6 27.3 2.1 12 12

13 13 22 22 -9 -40.9 1.0 32 32

2 2 1 1 1 100.0 0.1 2 2

26 26 33 33 -7 -21.2 1.9 25 25

16 16 24 24 -8 -33.3 1.2 19 19

333 333 127 127 206 162.2 24.5 121 121

1 82 83 76 76 7 9.2 6.1 79 79

1 79 80 74 74 6 8.1 5.9 63 63

2 582 584 381 381 203 53.3 42.9 356 356

「第三次産業」の内訳

区分 業種割合

死
亡

休業
４日
以上

合
計

死
亡

休業
４日
以上

合
計
増減数 増減率 （％）

死
亡

休業
４日
以上

合
計

257 257 240 240 17 7.1 18.9 187 187

うち 小売業 194 194 188 188 6 3.2 14.3 146 146

13 13 22 22 -9 -40.9 1.0 32 32

2 2 1 1 1 100.0 0.1 2 2

26 26 33 33 -7 -21.2 1.9 25 25

16 16 24 24 -8 -33.3 1.2 19 19

333 333 127 127 206 162.2 24.5 121 121

うち 社会福祉施設 151 151 89 89 62 69.7 11.1 83 83

うち 医療保健業 174 174 36 36 138 383.3 12.8 35 35

1 82 83 76 76 7 9.2 6.1 79 79

うち 飲食店 1 46 47 41 41 6 14.6 3.5 49 49

うち 旅館業 19 19 23 23 -4 -17.4 1.4 22 22

112 112 105 105 7 6.7 8.2 1 101 102

1 79 80 74 74 6 8.1 5.9 63 63

うち 警備業 18 18 15 15 3 20.0 1.3 14 14

2 920 922 702 702 220 31.3 67.8 1 629 630

令和２年 対前年令和元年

平成３０年

業種別

商業

令和２年

平成３０年

金融・広告業

保健衛生業

接客娯楽業

その他の事業

合計

その他の事業

合計

令和２年業種別労働災害発生状況
令和２年確定値

理美容業・その他商業

映画・演劇業

通信業

教育・研究業

保健・衛生業

接客・娯楽業

清掃・と畜業

令和元年 対前年

業種別

農業

畜産業

映画・演劇業

通信業

金融・広告業

教育・研究業


